
「孤独死・孤立死」に関する国会質疑等（第 213回国会） 

 
（１）衆議院 決算行政監視委員会第三分科会 第 1号（令和 6 年 5月 13 日）（抄） 
 
○井坂主査 これにて阿部知子君の質疑は終了いたしました。次に、長妻昭君。 
○長妻分科員 立憲民主党の長妻昭でございます。よろしくお願いをいたします。 
 まず、今、配付資料をお配りしておりますけれども、この一ページ目は警察庁からいただいた資料で
ございます。これについて、警察庁の方から資料の説明をお願いします。 
○親家政府参考人 今御指摘ありました資料につきましては、警察庁から委員に提出したものでござい
ます。令和六年一月から三月までの間に警察が取り扱った死体のうち、自宅において死亡した独り暮ら
しの方の数を年齢階層別にお示ししたものでございます。 
 その内容について簡単に申し上げますと、令和六年一月から三月までの間に警察が取り扱った死体は、
暫定値になりますけれども、六万四百六十六体でありまして、そのうち、自宅において死亡した独り暮
らしの方は二万一千七百十六体となっておるところでございます。 
○長妻分科員 六十五歳以上の方というのは何人でございますか。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 先ほど申し上げました自宅において死亡した独り暮らしの方二万一千七百十六体について、年齢別に
見ますと、六十五歳以上は一万七千三十四体となっております。 
○長妻分科員 これは三か月分ということだと思うんですけれども、仮に一年というふうに推計をする
と何人に、六十五歳以上で自宅において死亡した独り暮らしの方、警察取扱死体というふうになります
か。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 警察が取り扱う月ごとの死体の数につきましては、季節によって変動が見られるところでありますけ
れども、先ほどお答えした一月から三月までの三か月間の暫定値を年間分ということで単純に四倍いた
しますと、約六万八千体となるところでございます。 
○長妻分科員 この資料は、どういうところに役立てようとして調査されたのでございましょうか。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 警察庁といたしましては、こういった数値については、様々な政府内での検討の場あるいは議論の場
等で役立てていただければいいなということで集計したところでございます。 
○長妻分科員 特に様々な検討の部門というのは、具体的にどのワーキンググループですか。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 内閣府の「孤独死・孤立死」の実態把握に関するワーキンググループなどが挙げられるというふうに
認識しております。 
○長妻分科員 これは「警察取扱死体のうち」というふうに書いてあるんですが、この警察取扱死体と
いうのはどういうものなのか。つまり、多分、警察取扱死体と警察が取り扱わない死体と、二つに分け
るとしたら、どのような違いがあるんでしょうか。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 警察が取り扱うのは、不自然な死を遂げたおそれのある死体でございます。具体的には、例えば、御
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家族や救急隊等からの通報を受け認知した死体や、医師から異状死の届出がなされた死体等について、
その死が犯罪に起因するかどうかなどを判断するため、医師と連携し、死体の状況を確認するなどして
いるところでございます。 
 他方で、例えば、病院でお亡くなりになり、医師から異状死の届出がなされないような死体につきま
しては、警察が取り扱うこととはならないものと承知しております。 
○長妻分科員 この六十五歳以上に注目したいんですが、六十五歳以上の方々の警察取扱死体のうち自
宅において死亡した独り暮らしの方というのが年間推計六万八千人ということでございますが、この中
に自殺も含まれますか。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 お示しした数には自殺の方も含まれております。 
○長妻分科員 そして次に、今日は内閣府から滝澤さんも来られておられて、滝澤さんは孤独・孤立対
策推進室室長代理ということでございまして、この中に、先ほど答弁いただいた「孤独死・孤立死」の
実態把握に関するワーキンググループというのが設置されたわけですね。 
 そもそも、なぜ設置されたのかといいますと、私の方で、配付資料の八ページにございますが、ちょ
うど二年前の五月に予算委員会で岸田首相に、日本は孤独・孤立担当大臣がいるのに、孤独死の数もさ
っぱり分かりません、こんなことじゃ駄目なんじゃないの、お隣の韓国では法律ができて、毎年毎年孤
独死の人数を公表して対策を講じているのに、全てのデータのベースにあるものが私は孤立死の総数の
調査だと思っているんですが、それを岸田首相に強く申し上げたところ、岸田首相が、それを明らかに
していきたい、進めていきたいという御答弁を受けてワーキンググループをつくっていただいて、そこ
で議論をしているわけでございます。 
 その中で、ワーキンググループには警察もオブザーバーで出ているので、資する資料ということで今
の資料が出てきたというふうに承知をしておりますが、もう一回警察にお伺いしますが、この資料とい
うのは初めて出てきたわけですか、この委員会で。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 今回お示ししたような数につきましては、これまで警察庁で集計はしておらず、今回初めて集計した
ところでございます。 
○長妻分科員 発表はここの場で、ここが初めてですか、今が。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 特に広報等をしておりませんので、この場で御説明させていただいたのが初めてだと考えております。 
○長妻分科員 今年一月から初めてこういう調査を警察がしていただいたというのは、これはありがた
いことだというふうに思います。 
 そこで、これは年内も、今後も続けていただくと聞いておりますので、そうですよね。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 引き続き、この数字は集計していきたいというふうに考えております。 
○長妻分科員 内閣府にお伺いしますけれども、この今警察から説明があった数字というのは、これは
孤独死、孤立死の総数を出す意味で参考になる数字というふうに考えてよろしいんですか。 
○滝澤政府参考人 お答え申し上げます。 
 御指摘の警察庁の調査は、警察が取り扱った死体のうち自宅において死亡した独り暮らしの者を把握
するものでありまして、孤独死としてのデータの把握を意図したものではないと承知しておりますが、



「孤独死・孤立死」の実態把握に関するワーキンググループにおいて検討を進めている孤立死の実態把
握に当たりまして、参考になり得るものと考えております。 
○長妻分科員 この集計は、具体的には内閣府の方から依頼したわけですか。「孤独死・孤立死」の実態
把握に関するワーキンググループが依頼した、こういう位置づけでよろしいんですか。 
○親家政府参考人 お答えいたします。 
 先ほどお答えした数値については、警察庁の方で集約はしていなかったわけでありますけれども、内
閣府のワーキンググループなどにおいて、孤独死、孤立死といったことで実態把握をどうするかといっ
た議論が行われている中で、警察庁としても、現場の負担を考えながら、集約できる数値はないだろう
かということで考えて集約したところでございます。 
○長妻分科員 非常に一歩前進だと思います。感謝申し上げるところでありますけれども、これは恐ら
く、ここの数字からいろいろちょっと調整は必要になるんじゃないかと思うんですね。 
 つまり、若い方の中には、例えば、独り暮らしで普通に会社に勤めておられる方が、例えば連休の初
め頃に御自宅で急に脳梗塞とか脳卒中とかそういう形で突然お亡くなりになられた、こういうものもこ
の中に恐らく含まれると思うんですね。ですから、そういうものを除外したり、いろいろなことが想定
されると思いますけれども。 
 そうすると、六十五歳以上であると、お仕事も就いておられる方ももちろんおられますけれども、そ
うでない方もおられるということで、そこの推計が一万七千三十四人、年間では六万八千人ということ
なんですが、今後、孤独、孤立死の総計を出すときに、ここで言われている数字というのが、これが最
大限の数字になるという理解でよろしいんですか。 
○滝澤政府参考人 お答え申し上げます。 
 御指摘の警察庁の調査は、警察での取扱い、自宅での死亡、独り暮らしといった一定の条件の下での
数値であり、先ほども申し上げましたとおり、必ずしも孤立死としてのデータの把握を意図したもので
はないと承知しております。例えば、かかりつけ医にかかっていた方が御自宅で亡くなられた場合は、
警察での取扱いがないため、今回の集計の対象外とされているものと承知しております。 
 ワーキンググループにおいては、孤立死の概念的定義としまして、当面、誰にもみとられることなく
死亡し、かつ、その遺体が一定期間の経過後に発見されるような死亡の態様と仮置きした段階です。 
 こうした中で、御指摘の警察庁のデータが孤立死の最大値かとの御質問については、今後精査する必
要があると考えてございます。 
○長妻分科員 定義が今仮置きということなんですね。ですから、御夫婦がお二人でも孤立死になり得
るという今の仮置きの定義だと思うんですが、ワーキンググループの中でも議論が相当あるわけで、や
はり、そこまで広げると非常に焦点がぼやけるという議論もあります。 
 そういう意味では、例えば独り暮らしに限定をすると、では、例えば六十五歳以上に限ると、年間六
万八千人という数字が出ましたけれども、これが上限なのかどうか。ただ、今のお話だと、かかりつけ
医にかかっておられる場合は警察の取扱死体ではないから、そういう意味では、これは定義いかんによ
りますが、独り暮らしに限定したとしても、この年間六万八千人という人数が増えることもあるし減る
こともある、両方に振れる可能性があると考えてよろしいんですか。 
○滝澤政府参考人 お答え申し上げます。 
 ただいまワーキンググループにおきましては、孤独死の概念的定義として、先ほど申し上げたような
定義を仮置きした段階でございますけれども、まだまだ議論が途中でございます。そのような基準がな



い中で、増える、減るということにつきましては、なかなか言い難いものだというふうに考えてござい
ます。 
○長妻分科員 先ほど一つの参考値になるとおっしゃいましたから、精査を続けていただきたいんです
が、三ページ目でございますけれども、これは、もう皆さんよく御存じのニッセイ基礎研が、シンクタ
ンクが出した推計値、全国の孤立死者推計。年間二万六千八百二十一人ということで、私、これを見た
ときもびっくりしました。年間の自殺者よりもはるかに多いわけでございます。 
 今回も、六十五歳以上でいうと、警察庁のデータでありますが、六万八千人ということで、非常にこ
れも大きな数字でありまして、早く、このワーキンググループ、二年前に私が依頼をして、ワーキング
グループはまだ四回しか開かれていないということでございますが、これは、もう今年中には孤立、孤
独死の死者数、死者総数、これを把握する、そして発表するということでよろしいんですか。 
○滝澤政府参考人 お答え申し上げます。 
 孤立死に関しましては、有識者及び関係省庁から構成されます先ほど来のワーキンググループを設置
しまして、実態把握のために必要な用語の定義や把握方法等について、様々な研究事例や死亡に関する
統計データ等を参考にして検討を行っておりまして、本年一月には中間論点整理が公表されているとこ
ろでございます。 
 この中間論点整理におきましては、孤立死の概念的定義として、当面、誰にもみとられることなく死
亡し、かつ、その遺体が一定期間の経過後に発見されるような死亡の態様と仮置きした上で、統計を作
成する上でどのような定義を置けば孤立死の実態を把握可能であるのかの議論を先行すること、今後の
検討の方向性として、既存のデータや新たなデータの利活用、統計の整備等に向けた検討、推計の精緻
化に向けた検討を行うこととされております。 
 このワーキンググループにつきましては本年度も継続して設置することとしており、内閣府としまし
ては、ワーキンググループの議論がまとまりました段階で、速やかに実態把握に着手したいと考えてお
ります。 
○長妻分科員 これは、遅くとも年内には総数を出していただけるんですね。これ、お約束いただけれ
ば。 
 何らかの、まあ、こういうことはないと思いますけれども、いろいろな話が漏れ聞こえてきますけれ
ども、これは別に、純粋に政策としてやっていただきたいと思うわけで、年内、これをめどということ
でよろしいですね。 
○滝澤政府参考人 お答え申し上げます。 
 内閣府としては、ワーキンググループの議論がまとまり次第、速やかに実態把握に着手したいと考え
ております。 
 一方で、このワーキンググループの議論がまとまる時期については、例えば、これまで明確な定義す
らなかった中、実態把握の手法の具体化に向けた議論にどの程度時間がかかるか等によるため、現時点
において、取りまとめの具体的な時期を申し上げることは困難でございます。 
 したがいまして、お尋ねの人数がいつ頃分かるのかにつきましても、現時点で申し上げることは困難
であることを御理解賜ればと存じております。 
○長妻分科員 ちょっと理解できないですね。もう機は熟していると思いますし、来年はちょうど昭和
百年、昭和に換算するとですね、七十五歳以上の方々、団塊の世代の方が全て入るというようなことで、
基礎的な資料となる重要なデータですので、是非お願いをします。 



 武見大臣、これまでのやり取りを聞いていただいたわけでございますが、厚労省は引きこもり対策も
取り組んでおられるわけで、介護ももちろん厚労省の所管ですけれども、この引きこもりと孤独死との
関係性というのは、大臣はどういうふうに認識しておられますか。 
○武見国務大臣 引きこもりについて、おおよそ百四十六万人ほど、これは推測で、数がございます。
こうした引きこもりの数というものの大きさに鑑みまして、しかも現実に高齢者の単独世帯がどんどん
今増え始めてきている中で、先生御指摘のような孤独死という確率は、確実にこれから社会的に高まる
わけであります。 
 したがって、こうした問題に対しては真正面からきちんと取り組んでいくことが厚生労働省としても
重要な課題であって、現実に、地域包括ケアあるいは在宅介護、こうしたことを通じて、我々、ある程
度の対応はしてきているわけでありますが、今後さらに、こうした問題意識を持ってきちんと取り組ん
でいくべき課題だと私は思います。 
○長妻分科員 武見大臣、ＮＨＫのラジオのひきこもりラジオとか、あるいは「ＰＬＡＮ75」という映
画、これは御覧になったことはありますか。 
○武見国務大臣 先生からの御質問の資料を見させていただいて、それで初めて知りました。 
○長妻分科員 今、本当に世の中、大変な状況でございまして、武見大臣も若干、今、一端を御答弁い
ただきましたけれども、孤立、孤独問題、これは非常に広がりが広うございまして、その方々だけに着
目するんじゃなくて、むしろ、社会がそういうことを生み出しているという観点から、社会を改善する
ということに取り組んでいただきたいんですが。 
 もう一つ、この孤独死の問題で気になりますのは、私もいろいろな方のお話をお伺いしましたけれど
も、やはりセルフネグレクト、こういうケースが非常に多いんですね。ほとんどとは言いませんけれど
も、自己放任とも言われておりますが。私は、いろいろな方のお話を聞いていると、消極的自殺という
こともあり得るのではないのかと。 
 自分は体がかなり悪いようだけれども、お金もないので、あえて医者に行かない、それで死ぬのなら
仕方がないとか、あるいは、なかなか食費もままならないので、食事をなかなか取らずにそのままお亡
くなりになるとか、そういう非常に深刻な、消極的自殺というようなことも私は感じるのでございます
が、武見大臣はいかがですか。 
○武見国務大臣 独居高齢者の中で、孤立をして、そしてそれが一つの自殺の背景要因になってくると
いうことについては、これは想定されますので、十分に、そうした事態にならないように、そして孤立
化させないように、社会的にいかにその支援をするかということは極めて重要な課題である、こう思い
ます。 
○長妻分科員 是非、広がりがありますので、よろしくお願いをします、実態把握ですね。 
  



（２）衆議院 内閣委員会 第 15 号（令和 6年 5月 22 日）（抄） 
 
○星野委員長 次に、金村龍那君。 
○金村委員 日本維新の会、金村龍那でございます。 
 教育無償化を実現する会との共同会派を代表して、質問をさせていただきます。 
 私も、今は一期目なんですが、この二年半で、多分二十回、三十回と質疑に立たせていただいており
ます。野党ならではだと思います。その中で、これだけ多くの子供たちに質疑を聞いていただける機会
は初めてでして、今日、ちょっと質疑がうまくいかなかったら、緊張感が上回ってしまったという、あ
っ、帰ってしまいますね。じゃ、もう緊張感なくできそうですので、楽しく質疑したいと思います。残
念でした。 
 今日は、孤独・孤立対策を中心に質疑をさせていただきます。 
 これも図らずも、先ほど吉田委員が質疑しておりました根っこは、個人が抱える孤独や孤立、そこか
らそれをどう満たしていくのか、その満たし方が、社会の通念上でいえば少しいびつになっていること
が悪質ホストにつながっているんじゃないかなと思いますので、立憲と維新のコラボレーションという
ことで、頑張っていきたいと思います。 
 まず、孤独、孤立の背景をしっかり共有したいと思います。 
 そもそも、一人でいることが孤独や孤立という定義が置かれるわけではありません。自ら進んでその
環境に身を置いている人もいますし、若しくは、家族や友人そして職場、様々な環境で人に支えられな
がらも孤独や孤立にさいなまれている人もいる。 
 まず、どうして令和三年に孤独や孤立対策が必要になってきたか、その背景を共有させてください。 
 そもそも、社会構造の変化が大きかったと私は認識しています。会社、地域そして家族とのつながり、
ここが、やはりバブル崩壊以降、とりわけこの二十年ぐらいで大きく変化をしてきた。その中で、更に
コロナ禍が追い打ちをかけていった。さらには、私は、地域社会においては、高齢者の単身世帯、これ
もやはり大きな問題になっていると認識しています。 
 今回、この孤独、孤立が深刻化した背景を私はそのように感じておりますが、政府の認識をお答えい
ただきたいと思います。 
 
○江浪政府参考人 お答え申し上げます。 
 我が国におけます孤独、孤立の背景でございますけれども、議員から御指摘もございましたとおり、
人口減少、少子高齢化、核家族化、未婚化、晩婚化が進展いたしまして、職場、家庭、地域におけます
人と人とのつながりや人間関係、この希薄化といった社会構造の変化によりまして、人々が生きづらさ
や孤独、孤立を感じざるを得ない状況を生む社会へと変化してきたことなどがあるというふうに認識を
してございます。 
 加えまして、二〇二〇年以降のコロナ禍の影響によりまして、孤独、孤立の問題が顕在化、深刻化し
たというところでございます。 
 今後におきましては、単身世帯や単身高齢世帯の増加が見込まれる中で、孤独、孤立の問題の更なる
深刻化が懸念されておりまして、こういった背景の下、孤独・孤立対策をしっかりと推進するべく取り
組んでいるところでございます。 
 



○金村委員 孤立や孤独に陥って、その方を社会が発見をして、そこにアプローチをしていくというの
は、簡単そうで難しいですよね。そんなに簡単にその状況が、アラートが色で分かるようになっていれ
ば簡単なんですが、そうやすやすと見つけられるものではないと認識しています。 
 なので、一番肝腎なのは、孤独や孤立に陥らないためにどういうアプローチが必要なのか、予防的な
アプローチが必要だと思うんですね。 
 加えて、私は、この孤独や孤立は、その人自身がきちんと、例えば人生を歩む上で、どういう人生を
歩めば、孤独や孤立のような、少し寂しい気分になったり不安になったりということを防いでいけるの
かということを個人がしっかり認識する時代に入ってきたんじゃないか。つまり、社会がいつでも助け
てくれるというのはセーフティーネットとしては必要なんですけれども、個人の人生の哲学として、や
はり、自助、共助、公助というものを、しっかりバランスの取れた認識が必要だと認識しています。 
 実際、今、政府の方で、令和四年度ですけれども、分科会が三つ開かれていて、声を上げやすい、声
をかけやすい社会に向けた取組とか、きめ細やかな支援や地域における包括的支援に向けた国、地方、
民間、ＮＰＯ等の役割の在り方、分科会三が、相談支援に係る実務的な相互連携の在り方。いろいろな
議論をされていると思うんですけれども、予防的なアプローチについての見解、お答えいただけますか。 
 
○江浪政府参考人 お答えを申し上げます。 
 先ほど、孤独、孤立化が深刻化した背景ということについて御説明を申し上げましたけれども、社会
的な背景が非常に大きいものがあるという観点で孤独・孤立対策を進めてございまして、孤独・孤立対
策におきましては、孤独、孤立の問題やそれから生じ得る更なる問題に至らないようにする予防の観点、
すなわち孤独、孤立を生まない社会をどのようにつくるのかということが重要だということで進めてお
ります。それとともに、孤独、孤立に悩む状態に至っても可能な限り速やかに当事者の望む状態に戻れ
るように取り組むことが重要であるというふうに考えてございます。 
 このため、政府といたしましては、今年の四月に施行されました孤独・孤立対策推進法に基づきまし
て、孤独、孤立の予防の観点から、人と人とのつながりをそれぞれの選択の下で緩やかに築けるような
社会環境づくりといたしまして、居場所の確保など、また、孤独、孤立の当事者や家族などが支援を求
める声を上げやすく、周囲の方が気づきや対処をできるための環境整備を推進しているところでござい
ます。 
 
○金村委員 人と人との緩やかなつながりというのは本当にポイントだと認識しています。ただしかし、
緩やかな人と人とのつながりが非常に困難になってきている現実というのもしっかり見なければなり
ません。 
 例えば、私、地元は川崎ですけれども、地域を回っていると、昔だと、インターホンを押すと大体出
てきてくれたんですけれども、今はインターホン越しでお話しすることが大半ですね。 
 一方で、自治会とか町内会とかを見てみると、例えば、これはある地域ですけれども、四百五十世帯
のうち、町会に加入しているのが二百八十世帯、つまり、三分の一はもう町会に入会することすら従前
の段階で拒否してしまう。これでは地域のつながりが希薄化していく。残されて、地域活動や町会、一
生懸命努力されている方の大半は、やはり高齢化、つまり年齢が上になってきている。例えば、多分十
年で相当大きな開きがあると思うんですけれども、民生委員も当然高齢化で、そしてなり手不足。 
 やはり、既存の、いわゆる地域社会を守ってきた、そういったボランティアベースでは、今後、これ



までの社会とこれからの社会では、どうしてもうまくつなぎ合わせができないという状況がある程度全
体で共有できているんじゃないかなと思います。 
 一方で、孤独、孤立に対して大幅に予算をかけて、そういう人たちをしっかりと困難から回復させよ
うというのも相当な議論が必要になってくる。 
 一方で、例えば、高齢者に限らず、日本人の文化としてあると思うんですけれども、いわゆる家の敷
居をまたいでまでとやかく言われたくない、家の敷居をまたいで、家庭の中で支援を受けることに対し
て相当抵抗感を持っている人が多いんじゃないかなと。これは、先日、加藤大臣にも、産前産後のケア
とかで質疑をさせていただいたときも同様の趣旨をお話しさせていただきました。 
 そんな中で、孤独・孤立対策にある、いわゆる見守り体制を通して、当事者である孤独、孤立を抱え
ている人たちがどのようにこの見守り体制で和らいでいくのか、その見解についてお答えください。 
 
○江浪政府参考人 お答えを申し上げます。 
 委員も御指摘のとおり、これまでも、民生委員、地域包括支援センター、ケアマネジャーなどを含め
まして、様々な関係者がチームとなって日常的に見守り、また本人の意思や状況を継続的に把握し、必
要なときに適切な支援につなげていく取組が行われてきておりまして、そういった取組が孤独・孤立対
策にもつながってきているものというふうに承知をしております。 
 一方で、多様な形がある孤独、孤立の問題に対応する上では、行政機関や支援機関だけでは対応が困
難な実態がございまして、更なる連携が必要だということでございます。他方で、例えば、ＮＰＯなど
の活動が地域では活発化しているということもございますので、こういった背景の下、住民に身近な地
方自治体におきまして、官、民、ＮＰＯなどの多様な関係者の連携、協働の下で、地域の実情に応じて
孤独・孤立対策の施策を講じていくことが重要であろうというふうに考えてございます。 
 こうしたことから、今年の四月に施行されました孤独・孤立対策推進法におきまして、地域自治体に
おいて官民連携の基盤となるプラットフォームを構築いただくことを努力義務として定めているとこ
ろでございます。 
 この官民連携の基盤を通じまして、地域における居場所づくりや見守りなどを実施する主体同士の間
で顔の見える関係が築かれるということで、地域における様々なライフステージや属性の方がいずれも
取り残されることのない地域づくりにつながりまして、結果、孤独、孤立の問題の予防にも資するもの
というふうに考えているところでございます。 
 
○金村委員 官民連携は非常に大切だと思います。いわゆる行政がどこまで把握ができるのかというこ
とも含めて、やはり、ＮＰＯのようなボランティア、ボランティアというか、ＮＰＯのような団体を通
して地域事情を把握していく。 
 あとは、例えば、子育て中の親御さんを自宅からそういった集会に招いていくときに非常に有効だな
と私が一つ感じているのは、中学生とか小学生が未就学児に向けていわゆる幼児教室みたいなものを提
供すると、親は参加しやすいんですね。実際、川崎で今チャレンジしていることなんですけれども、中
学生や小学生がそういう団体に登録をして、幼児に対して風船を作ったりお絵描きしたりとか、そうい
うことをやると、子育て中のお母さんが一歩外に出やすい環境が生まれてくる。 
 やはり知恵や工夫というのも地域で生まれてくると思いますので、是非後押しをいただきたいと思い
ます。 



 その上で、孤独、孤立を考えたときに、どこまでが制度設計に含まれていくのかということが、私は
一番肝腎要だと感じています。それは、実際に孤独や孤立を感じてしまった人たち、そういう人たちが
どうやってその状況から脱していくのかということも必要な支援であり、孤独・孤立対策というのはそ
れがまさに一番の柱になっていると思います。ですが、本来は、やはり孤独死というところまで私は孤
独・孤立対策に含めるべきだと感じています。 
 その上で、加藤大臣にお伺いします。 
 現状の孤独・孤立対策は、先ほど申し上げたとおり、予防、それから実際になってしまった人、さら
には相談支援の場所とか、そういった柱があるんですけれども、私は、孤独死まで含めて制度設計する
ことが孤独・孤立対策だと認識しておりますが、大臣の見解をお願いいたします。 
 
○加藤国務大臣 お答え申し上げます。 
 高齢化の進展や核家族化等に伴い、高齢者の単独世帯が増加をしてきており、身寄りのない方々の死
後に生じる事務のみならず、医療機関への入退院や施設への入退所などのライフイベントにおける意思
決定支援等のニーズもあると承知をしてございます。 
 このような中、高齢者等に対して、身元保証や日常生活支援、さらには、死亡の確認や御指摘の孤独
死の際の葬儀に関する事務など死後の事務等を契約に基づいて行う事業者が増加しているものと承知
をしてございます。適正な事業運営の確保ですとか、利用者が安心して利用できる環境、こういったこ
とを整備していくことも必要だと考えております。 
 現在、関係省庁が連携して、身元保証や日常生活支援、また死後事務等を契約に基づいて行う事業者
に関する高齢者等終身サポート事業者ガイドライン、この策定に向け取り組んでいるところでございま
す。 
 孤独、孤立の問題の背景にある単身世帯の増加など社会構造の変化をしっかりと踏まえながら、こう
した取組も含め、引き続き、関係省庁と連携しながら、政府一体となって孤独・孤立対策を推進してま
いります。 
 
○金村委員 なぜ私は孤独死まで含めた対策が必要なのかと申し上げていると、例えば、これは私の友
人の司法書士の話なんですけれども、オーナーさんから、賃料の滞納があったから、いわゆる裁判とい
うか、通知を出したいということで相談を受けて、実際にそこの家に入ったら孤独死をしていたと。そ
うすると、当然、オーナー側からすれば、いわゆる事故物件という扱いになる。一方で、自宅を訪ねて
みたら、もぬけの殻だった。あれ、どこに行ったんだろうといって、徘徊しているのか、それともどこ
かで亡くなっているのか、それとも施設にいるのか、そういったことも全然分からないんですね。 
 これが、その人の肌感覚ですけれども、やはり、一年間で二百件ぐらいあるうち、孤独死や高齢者の
案件が四倍ぐらいに増えていると。四割ぐらいが大体そういう案件だそうです。 
 だから、孤独死や、日本は単一の宗教がありませんので、統一された死生観とか我々が持っているわ
けではありませんけれども、どういう死を迎えるのか、そこまでしっかりと含めて対策をしていくこと。
極端な言い方をすると、亡くなって、身元が分からないから、御遺体がいわゆる葬儀屋だったり行政の
下で冷凍保存されてしまっている。今、東京だけでも何千、何万という御遺体がその状況にある。これ
はやはり、亡くなった方にとっても、そして行き着かない御家族にとっても非常に負担になっていると
思うんですね。 



 そういう意味では、いわゆる孤独死まで含めた制度設計をしたときに、単身の高齢者に対して、アラ
ートですね、例えば、その人が亡くなったり、若しくはもぬけの殻になったときに、誰に連絡するかと
いうことがしっかりつながっていないと、実際にはそういう状況が生まれてしまうわけですね。 
 ここの課題というのはどういう認識ですか。 
 
○江浪政府参考人 お答え申し上げます。 
 身寄りがない方に関します意思決定支援等のニーズに応えるものとして、高齢者等終身サポート事業
者ガイドラインの策定に向けて取り組んでおるということでございますけれども、単身高齢世帯の増加
が見込まれ、孤独、孤立の問題の進行が懸念される中で、一部の自治体におきましては、身寄りのない
高齢者の方の死後の問題等に関する支援といたしまして、緊急連絡先などの登録を受け付ける先進的な
取組もあるというふうに承知をしております。 
 そういった取組が行われている例があるわけではございますけれども、他方で、故人が亡くなった際
に連絡する方をリスト化するということを対策として実施していくということに関しましては、例えば
個人情報の問題など様々な課題があるというふうに考えてございまして、慎重に検討すべきものという
ふうに考えてございます。 
 
○金村委員 確かに、個人情報保護法の観点というのは必要だと思うんですけれども、ここまで社会で
負担、事前にルールがあれば、制度化していればそのコストは避けられたにもかかわらず手をこまねい
てしまうというのは非常に、私個人はもったいないと思いますので、是非、単身高齢者、身寄りがない
と思われる方と行政がしっかりとつながって、実際に事が起きたときに誰にどういう連絡をすればいい
のかというところまで結びつけていただきたいと思います。 
 その上で、先ほど、家族の了解が得られず、御遺体が冷凍保存されてしまっているということに少し
触れさせていただきましたが、いよいよそういった方については葬儀をルール化すべきじゃないかなと
思うんですが、厚労省の見解をお願いします。 
 
○鳥井政府参考人 お答えいたします。 
 御指摘の、御遺体の引取り手がない場合についてでございますけれども、現行制度では、身元が分か
らない場合は行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づき、身元が分かっているけれども埋葬又は火葬を行う
方がいないとき又は判明しないときは墓地埋葬法に基づき、市町村等が埋葬又は火葬を実施するという
ことにされています。 
 その際、市町村等におきましては御遺体の身元や親族等の有無について確認する必要がまずございま
すけれども、こうした確認の実施ですとか、その間における御遺体の取扱いにつきまして実態を把握す
るため、厚生労働省といたしまして、本年度、令和六年度、行旅病人及行旅死亡人取扱法、墓地埋葬法
等に基づく火葬等関連事務を行った場合等の遺体の取扱いの実態や課題に関する調査研究事業を実施
することとしております。 
 厚生労働省といたしましては、引取り手がない御遺体が安らかに弔われるような環境づくりが行われ
ることは重要と考えておりまして、今後の対応の在り方について、今年度実施する実態調査の結果など
も踏まえて、引き続き検討を進めてまいりたいと考えております。 
 



○金村委員 当然、火葬するにも費用はかかりますし、それをどういう負担をしていくのかということ
も含めてやはり制度化、ルール化していくことが望ましいと思いますので、調査研究の結果を待ちたい
と思います。 
 私は、今回、この孤独、孤立を改めて学んだ中で、今まで質疑させていただきました単身高齢者を中
心としたいわゆるお年寄りの皆さん、一方で現役世代、加えて、子育てとか、それから職を失ったとか、
環境の変化によって孤独、孤立を感じてしまう人、様々いるということが理解できました。 
 その上で、政府が発表している資料によると、男性であれば三十代から四十代が最も孤独、孤立を感
じている。女性は二十代が最も孤独を感じている。一方で、いわゆる孤独を感じている人たちの属性、
そこでいうと、特徴的なのが、心身の健康状態がよくないと答える方が四人に一人ぐらい、それから、
相談相手の有無、頼れる人の有無、これも四人に一人ぐらいがいないと答えている。 
 つまり、環境によって、とりわけ現役世代の中で環境要因によって孤独や孤立を感じやすい傾向が明
らかだと思うんですけれども、いわゆる現役世代に対する支援というのはどういう取組をしているのか、
教えてください。 
 
○江浪政府参考人 お答え申し上げます。 
 御指摘のとおり、令和五年の孤独・孤立の実態調査に関する全国調査では、孤独感がしばしばある、
常にあると回答された人の割合は、三十歳代や二十歳代の若い世代で高かったというところでございま
す。これらの世代の日常生活におけます不安や悩みの内容につきまして、調査結果を見ますと、御指摘
のような健康の課題に加えまして、収入や資産、老後の生活設計でありますとか、結婚、子育てなど生
活上の問題など、非常に幅広い、様々な不安や悩みが挙げられているというところでございます。 
 こうした幅広く様々な不安や悩みに対しましては、一人一人の多様な事情やニーズなどの状況に合わ
せてきめ細やかな相談を受けられるようにして支援につなげていくということが必要というふうに考
えてございます。 
 このため、孤独・孤立対策に関する支援制度や相談先を一元化して情報発信するウェブサイトを作成
いたしまして、自動応答システム、チャットボットによりまして、悩みに応じた支援制度や相談先を案
内するなどの相談支援を行っているところでございます。 
 さらに、若い世代を含めまして、孤独、孤立を抱える人々が支援を求める声を上げやすく、周囲の人
が声をかけやすい社会となるような取組が必要というふうに考えてございまして、情報発信、広報、普
及啓発などの環境整備の取組を引き続き進めてまいりたいと考えてございます。 
 
○金村委員 孤独、孤立の支援の一つとして、私はヨーロッパの例を一つ挙げたいんです。 
 ヨーロッパは、音楽療法という手段が割とポピュラーでして、これは、音楽療法に音楽療法士を訪ね
ていってセッションをして心を回復させるというものではなくて、いわゆる日本で言うカフェとか喫茶
店のような営業スタイルの中に音楽療法が繰り込まれているんですね。だから、利用者からすると、お
茶を飲みに行ったり友人とお話しに行った先で音楽療法が提供されて、心がある種リラックスできて、
またしっかりと頑張ることができると。 
 つまり、相談支援の部分につながってくるんですけれども、余りにも日本というのは敷居が高いんで
すね。いかにも何か困った人が訪ねる先になってしまっているので、身近なところに、いかにハードル
を低くそこを設定していくかが利用者の心の負担を下げていくので、こういったケースも是非検討いた



だきたいなと思います。 
 一方で、孤独、孤立というのはやはり不安を感じたときに一番表出するんじゃないかなと思うと、現
役世代であれば、やはり就労だと思うんですね。 
 いわゆる各世代間、いろいろな課題はありますけれども、今大きく日本で言われているところだと、
やはり就職氷河期世代。これは団塊ジュニアと言ってもいいのかもしれませんが、少子化も実際にはこ
の世代からスタートしている。やはり、雇用が不安定だと結婚、出産、育児に踏み切れず、そして、そ
の結果、出生数も下がっていく。昨年一年間で七十三とか七十四万人ということで、人口減少そのもの
は先進国にとって仕方のない選択だと思いますけれども、急速に進むところにしっかり手当てをしてい
かなければならないと思います。 
 その上で、孤独・孤立対策だけではないと思いますが、実際に今政府が、いわゆる就職氷河期世代に
対する支援、取組について教えてください。 
 
○原口政府参考人 お答えいたします。 
 いわゆる就職氷河期世代の方々でございますけれども、バブル崩壊後の雇用環境が非常に厳しい時期
に就職活動を行った世代でございまして、不本意ながら非正規で働いている方、引きこもり状態にある
方など、現在も様々な面で厳しい状況に置かれているという方々がいらっしゃると認識してございます。 
 こうした中で、政府といたしましては、骨太二〇一九に盛り込まれました就職氷河期世代支援プログ
ラムの下で集中的な支援を行ってございまして、厚生労働省といたしましては、不安定な就労状況にあ
る方々に対しましては、ハローワークの専門窓口における担当者制によりますきめ細かな就職支援など
を実施している、また、就職氷河期世代の方々も含めまして非正規労働者の方々に対しましては、正社
員化を図る、キャリアアップや新たな採用を行った企業に対しまして助成を行っているという状況でご
ざいます。 
 さらに、長期にわたり無業にある方につきましては、地域若者サポートステーションにおきまして職
業的自立に向けた就職支援に取り組んでいるところでございます。 
 加えまして、引きこもり状態の方々に対しましては、社会参加に向けた支援を必要とする方々に対し、
市町村における相談窓口の設置ですとか、社会とのつながりを回復するための居場所づくりの支援など
の取組を進めているところでございます。 
 今後とも、就職氷河期世代の方々の置かれました状況やニーズを踏まえまして、こうした取組を着実
に進めることにより、一人でも多くの方々の安定就労ですとか社会参画の実現を図れるよう、全力で取
り組んでまいりたいと考えてございます。 
 
○金村委員 就職氷河期世代といえば四十代後半から五十代ということで、私も現在四十五歳、この年
齢の段階から、これだけ今日本に課題が多い中で、社会の主役に突然世代として躍り出ることはなかな
か難しいと思うんですね。それは、世代間にあるひずみや偏り、仕方のないことだと思うんです。 
 でも、そういう意味では、若い世代にしっかりとつないでいける、その役割を、我々世代が、我々と
いうか就職氷河期も含めた四十代、五十代が、つなぐ世代としてしっかりと価値を発揮していくために
は、やはり困難を抱えてしまったり、なかなかうまく人生を歩めていない人たちをしっかりとバックア
ップしていくことも必要だと思いますので、引き続き支援をお願いしたいと思います。 
 その上で、私は、この孤独、孤立と切っても切れない関係だと思っているのが境界知能です。 



 私は、文科委員会にも所属して、境界知能のことを質疑させていただきましたが、大臣、境界知能と
いうのはお聞きになったことはありますか。 
 
○加藤国務大臣 はい、ございます。 
 
○金村委員 この境界知能というのは、ＩＱでいうところの七〇から八四、その上が、八五から一一五
が平均的、一一六以上がいわゆるＩＱが高い人、それから、六九以下が知的障害と呼ばれているんです
ね。つまり、境界知能という名称ではなくて、平均的なものと知的障害の間にある境界に存在している
帯域というんですけれども、この境界知能の帯域にある皆さんというのは、認知力はあるんですね。つ
まり、自分が相手と違うということは理解できるわけですね。 
 ですが、ＩＱが低いゆえにできないこともある。有名な著書で、ケーキの切れない少年とか、つまり、
丸いホールのケーキを見て何等分で切ってくださいと言っても、切り方が分からないんですね。だから、
そういうように特定のことができない。それから、社会性、なかなか、多くの人と交わって自分の言葉
でいろいろなことを伝えていくことが不得手だったり、いろいろな課題があるんですね。 
 認知力があるからこそ人との違いを理解しているので、どうしてもその違いにさいなまれて、二次障
害、うつとか適応障害になりやすく、引きこもりとか不登校とか、そういう事象も起きやすいんですね。 
 とりわけ境界知能の方が抱えやすいのが、労働の困難性ですね。つまり、働く環境に適性がなければ
働き続けることが困難で、離職、転職を繰り返す。 
 そういう意味では、孤独や孤立に陥りやすい条件が非常に整っているんですね。ただ、ＩＱを中心と
した支援や教育の在り方というのは日本にはそこまで発達されていませんので、そういう意味では、境
界知能の皆さんに対する特別な支援というものが今の日本には存在していないんですね。 
 大臣にお伺いさせていただきます。 
 今私がお伝えしたとおり、境界知能の帯域にある皆さんの特性として、僕は孤独や孤立に陥りやすい
と考えているんですが、大臣の見解を教えてください。 
 
○加藤国務大臣 お答えを申し上げます。 
 境界知能にある方々が、日常生活や勉強、仕事、人間関係などで困難を抱え、生きづらさを感じてい
るという御指摘があることについては承知をしてございます。 
 その上で、一般論を申し上げますと、政府で実施をしてございます孤独・孤立の実態把握に関する全
国調査、こちらにおきましては、現在の孤独感のほか、現在の孤独感に影響を与えたと思う出来事につ
いても調査を行っているところです。その調査結果によりますれば、孤独感を感じる頻度が高い方は、
孤独感に影響を与えたと思う出来事として、失業、休職、離職、退職や人間関係による重大なトラブル、
こういったことを挙げる方が多くございまして、こうした出来事を経験する機会が多い方は孤独、孤立
の状態に陥りやすい可能性があるものと考えてございます。 
 境界知能にある方が孤独、孤立に陥りやすいとそのまま直接言えるかどうかはさておきつつ、生きづ
らさを抱えておられる方も含めて、当事者等が支援を求める声を上げやすく、周囲の方が気づきや対処
をできるようにするための情報発信ですとか、広報、普及啓発等の環境整備、こういったことを推進し
ていくことが肝要かなというふうに考えてございます。 
 



○金村委員 境界知能にある帯域の皆さんというのは、日本全国で一三％と言われています、一千五百
万人ぐらいですね。昔と今で境界知能のパーセンテージが広がっているというエビデンスは、私は見た
ことないんですね。つまり、昭和、平成、令和と、いつの時代でも大体一〇％前後は一般的に境界知能
の帯域の皆さんはいて、そういう人たちが職にあぶれず、そして自分たちが過ごしやすい環境に基づい
て人生を全うしてきた時代というのは、こういう問題が表出しないわけですね。 
 だから、私は、平成のどこかのタイミングで、一般的に日本国民は、大学を出て、ある種の知的労働
に就いてというのが一般のルート、そして美徳になっていったんじゃないかなと認識しています。本来
は、その人に合った働き方、適性のある職というものがあるはずで、そういう意味では、昭和の時代は、
大量生産、大量消費のときは、工場労働とか単純労務とか、それから、いわゆる職人と呼ばれる、三Ｋ
と呼ばれている現場仕事とか、それからエッセンシャルワーカーとか、必ずしも境界知能にある帯域の
人たちでも働き続けることが容易だった時代、それから職種というのがあったはずなんですね。 
 そういう意味では、私は、一千五百万人とも言われる境界知能の皆さんが新たな適性のある職を見つ
けてしっかりと働いていくことが、日本の産業における働き手不足、そして、こういった孤独や孤立に
ある種陥りやすい人たちが生きづらさから転換していくきっかけだと思うんですね。 
 そういう意味では、しっかりとこの境界知能という帯域を日本全体が専門性を持って支援していくこ
とで、日本の底上げにつなげていただきたいと思います。 
 私の質問を終わります。ありがとうございました。 


